
１　児童生徒数の減少が続く
　我が国の小学校から高等学校までの児童生徒

数は、昭和25年度に1,846万人であったが、

30年度には2,000万人台まで増加した（図表１）。

40年代前半は減少したが、後半から再び増加に

転じ、60年度にピークとなる2,226万人まで達

した。その後は一度も前年度を上回ることなく、

平成29年度は1,306万人とピークに比べて約

40％減少した。

　各学校段階別に児童生徒数の推移をみると、

小学校の児童数は昭和20年代末から30年代前

半にかけて急激に増加し33年度に1,349万人、

中学校の生徒数は30年代後半に急増し37年度

に733万人と、それぞれ戦後最大のピークを示

している。この変化は22年から24年にかけて

の第１次ベビーブームといわれる出生数の急激

な増加によるものである。その後は第２次ベビー

ブームなどにより高等学校の生徒数が平成元年

度に564万人とピークに達したが、29年度は

小学校が645万人、中学校が333万人、高等学

校が328万人とそれぞれ減少傾向が続いており、

今後も児童生徒数の減少が続く見通しにある。

２　廃校施設の動向
（１）廃校施設の発生状況
　少子化に伴う児童生徒数の減少が続く中、学

校の廃校も増加している。文部科学省が実施し

た「廃校施設活用状況実態調査」の結果による

と、平成14年度から27年度までの14年間で

6,811校が廃校となった（図表２）。「平成の大

合併」と呼ばれる市町村合併が最も盛んであった

16年度に一時ピークを迎えたが、その後も増加

基調が続き、24年度にはピークを更新、近年は

毎年約500校前後が廃校となっている。27年度

の内訳をみると、小学校368校、中学校107校、

高等学校等45校が廃校となり、小学校の廃校化

　近年、少子化に伴う児童生徒数の減少や市町村合併などにより全国で学校統廃合が相次ぎ、廃校
となる学校が増加している。文部科学省の調査によると毎年約500校前後の学校が廃校しており、
廃校施設の有効活用が課題となっている。このため同省では、平成22年９月に「～未来につなご
う～『みんなの廃校』プロジェクト」を立ち上げ、未活用の廃校施設の情報提供支援などにより、
廃校の利用促進に取り組んでいる。廃校施設は企業のオフィスや工場、福祉施設、文化施設などに
活用され、雇用の促進や交流人口の増加など地域の活性化に繋がる事例もみられる。本稿では、廃
校施設の動向や県内における廃校を活用した地域活性化の取組みについてまとめてみた。

廃校を活用した地域活性化の取組み
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資料：文部科学省「学校基本調査」

図表１　児童生徒数の推移（全国）

2,500
第１次ベビーブーム

1,846

1,119

533
733 564

1,306

645

333

328
194

1,349

2,226

第２次ベビーブーム

2,000

1,500

1,000

500

0
昭和25 平成230 35 40 45 50 7 12 17 22 272955 60

（万人）

（年度）

小学校 中学校 高等学校合計



が大きく、低年齢層の少子化が特に著しいこと

が表れている。

　少子化に伴う児童生徒数の減少や市町村合併

等を理由に廃校施設が増加しているが、こうし

た状況を踏まえて、文部科学省は27年１月に

教育委員会が小中学校の統廃合を検討する際の

指針を示し、「公立小学校・中学校の適正規模・

適正配置等に関する手引」を策定した。今後も

全国で学校統廃合が進む可能性があり、廃校施

設の有効活用が課題となっている。

（２）廃校施設の活用状況
　廃校施設の活用状況については、施設が現存

している廃校数のうち、「活用されているもの」

は4,198校（70.6％）ある一方、「活用されて

いないもの」は1,745校（29.4％）にも及ぶ

（図表３）。さらに、現在活用されていない施設

のうち、今後の活用が決まっているものは314校

（5.3％）にとどまり、1,260校（21.2％）で

は活用用途が未定の状態である。

（３）廃校施設の活用用途
　一方、現在活用されている廃校施設の活用用

途については、「学校（大学を除く）」が33.9％、

「社会体育施設」が21.4％、「社会教育施設・

文化施設」が14.2％となり、この上位３つで全

体の約７割を占める（図表４）。次いで「福祉

施設・医療施設等」（8.9％）、「企業等の施設・

創業支援施設」（7.8％）、「庁舎等」（5.6％）、「体

験交流施設等」（5.0％）などとなっている。

　学校施設を用いた活用であるため、教育関係

用途の活用が大半を占め、民間事業者などによ

る民間用途の活用が少ない。施設の老朽化や立

地条件、用途に応じた法令上の制約など他への

転用が難しい側面もあると考えられる。

３　廃校活用のための情報提供支援
　現在活用されていない廃校施設の利用促進を

図るため、文部科学省は平成22年９月に「～未

来につなごう～『みんなの廃校』プロジェクト」

を立ち上げた。「廃校施設の活用方法を検討して

いるが、活用先が見つからない」という自治体

と、「廃校施設を活用して事業をしたいが、活用

できる廃校施設が見つからない」という活用希

望者とのマッチングを目指し、活用用途を募集

している廃校施設の一覧を同省のホームページ

に掲載している。
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資料：文部科学省「廃校施設活用状況実態調査」（平成29年１月）　以下、図表３、４同じ

図表２　公立学校の年度別廃校発生数（全国）
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図表４　廃校施設の活用用途（全国）複数回答（ｎ＝4,749）
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図表３　廃校施設の活用状況（全国） （単位：校、％）

廃校数（Ａ）
小学校

6,811
4,489

中学校 1,307
高等学校等 1,015

施設が現存している廃校数（Ｂ） Ｂ/Ａ 5,943 87.3
活用されているもの（ａ） ａ/Ｂ 4,198 70.6
活用されていないもの（ｂ） ｂ/Ｂ 1,745 29.4
活用用途が決まっている（ｃ） ｃ/Ｂ 314 5.3
活用用途が決まっていない（ｄ） ｄ/Ｂ 1,260 21.2
取壊しを予定（ｅ） ｅ/Ｂ 171 2.9

現存する施設なし（Ｃ） Ｃ/Ａ 868 12.7



　一覧には、各学校の「所在地」、「用途地域」、

「土地面積」、「校舎・体育館の構造、竣工年、

建築面積、延べ床面積、階数」、「募集内容」、「貸

与・譲渡条件等」などが掲載され、平成30年

７月13日現在、269校が登録されている。

　また、同ホームページには、廃校活用を検討

する際に参考となる活用事例リンク集が掲載さ

れており、平成29年６月現在、155事例が分野

ごとに掲載されている。内訳は「オフィス・工

場など」22事例、「児童・高齢者などのための

福祉施設」14事例、「アート・創造拠点などの

文化施設」20事例、「体験学習施設・宿泊施設」

63事例、「大学・専門学校などの教育施設」33事

例、「特産品販売・加工施設など」３事例となっ

ている。

　この他、廃校施設を活用する際に利用可能な

補助金制度についても掲載されており、廃校等

の地域資源を活用して農山漁村における所得の

向上や雇用の増大等に取り組む事業には農林水

産省の「農山漁村振興交付金」が利用できるほ

か、地域スポーツ施設を設置する場合には文部

科学省の「地域スポーツ施設整備助成」、児童福

祉施設や障害者施設等の設置には厚生労働省の

各種助成が利用できるなど、活用目的に応じた

補助金制度が用意されている。

４　県内の廃校施設の動向
（１）廃校施設の発生状況
　平成15年度以降の県内における公立学校の

減少数は、20年度に最多の20校となっている

（図表５）。この年は大仙市、能代市、大館市な

どで学校統廃合が進み、学校数の減少が目立っ

ている。その後もほぼ二桁の減少数で推移し、

本県も小学校の廃校化が著しい状況にある。

（２）市町村別の状況
　県内の市町村合併が始まった15年度を基準

として公立学校の減少数をみると、29年度まで

に133校となっている（図表６）。市町村別では

横手市が最も多く14校、男鹿市、湯沢市、由利

本荘市、大仙市でも二桁の減少数となっている。

特に横手市、由利本荘市、大仙市では、県内で

最も大きな市町村合併（旧市町村数が各市８）

が行われたこともあり、学校の統廃合が進んで

いる状況が窺える。

（３）廃校施設の活用用途
　平成15年度以降に廃校となった学校の活用

用途について、公表されている資料やインター

ネット等の情報をもとに当研究所が集計したと

ころ、県内では49校が活用されている。本県に
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資料：秋田県教育委員会「学校統計一覧」
（注）高等学校は、全日制課程「独立校＋定時制併置校＋分校」および定時制課程「独立校」の合計　図表６同じ

図表５　秋田県内における公立学校の減少数の推移
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図表６　県内市町村別公立学校の減少数 （単位：校、％）
平成15年度 平成29年度 29年度/15年度

小学校 中学校 高等学校 合計 小学校 中学校 高等学校 合計 減少数 構成比
秋田市 49 25 10 84 42 25 10 77 7 5.3
能代市 20 7 6 33 12 7 5 24 9 6.8
横手市 27 12 6 45 17 8 6 31 14 10.5
大館市 23 10 5 38 17 9 3 29 9 6.8
男鹿市 13 6 3 22 6 4 2 12 10 7.5
湯沢市 20 7 5 32 11 6 4 21 11 8.3
鹿角市 11 5 2 18 9 5 2 16 2 1.5
由利本荘市 23 11 5 39 14 10 5 29 10 7.5
潟上市 7 3 1 11 6 3 1 10 1 0.8
大仙市 31 12 5 48 21 11 5 37 11 8.3
北秋田市 16 5 4 25 10 5 1 16 9 6.8
にかほ市 8 4 1 13 6 3 1 10 3 2.3
仙北市 11 6 2 19 7 5 1 13 6 4.5
小坂町 3 2 1 6 1 1 1 3 3 2.3
上小阿仁村 2 1 0 3 1 1 0 2 1 0.8
藤里町 2 1 0 3 1 1 0 2 1 0.8
三種町 8 3 0 11 6 3 0 9 2 1.5
八峰町 6 2 0 8 2 1 0 3 5 3.8
五城目町 5 1 1 7 1 1 1 3 4 3.0
八郎潟町 1 1 0 2 1 1 0 2 ― ―
井川町 1 1 0 2 1 1 0 2 ― ―
大潟村 1 1 0 2 1 1 0 2 ― ―
美郷町 7 3 1 11 3 1 1 5 6 4.5
羽後町 11 3 1 15 4 1 1 6 9 6.8
東成瀬村 1 1 0 2 1 1 0 2 ― ―
合　計 307 133 59 499 201 115 50 366 133 100.0



おいては美術館や資料館、交流センターなどの

「社会教育施設・文化施設」（36.0％）に最も多

く活用され、次いで「企業等の施設・創業支援

施設」（30.0％）、「備蓄倉庫」（10.0％）、「体験

交流施設等」（8.0％）、「福祉施設・医療施設等」

（8.0％）などとなっている（図表７、８）。

　本県は全国に比べ「企業等の施設・創業支援

施設」に活用されているケースが多くみられ、

民間事業者により農産物の生産・加工工場、食

料品製造工場、機械製品の製造・組立工場など

に活用されているほか、五城目町の旧馬場目小

学校は「ＢＡＢＡＭＥベース」として、起業や

コミュニティ活動を実施する事業者を支援する

施設として活用している。

５　本県の廃校施設活用事例
　県内でも廃校施設が様々な用途に活用されて

いるが、本項では県内で廃校を活用した地域活

性化事例について紹介する。

（１）羽後町　農林業体験交流施設「沢の子の
杜　わか杉」（旧飯沢小学校　閉校：平成17年
３月　活用開始：平成19年６月）
　羽後町では、平成17年３月に廃校となった旧

飯沢小学校を改築・整備し、町が進めるグリーン

ツーリズム活動の重要な拠点施設の一つとして

活用している。施設では、地域の運営委員会が

主体となって地元食材を使った食事の提供や、

田植え、川遊び等、周辺の自然環境など地域資

源を活かした体験プログラムを用意しており、

子供から大人まで幅広い年齢層で利用できる。

　施設内には宿泊室、食堂、浴室などが整備さ

れており、最大36名の宿泊が可能である。町で

は毎年８月に「西馬音内盆踊り」が開催され、

全国から約10万人の観光客が訪れるが、元々町

に宿泊施設が少なく、地域住民からも廃校施設

を宿泊施設として活用できないかという声が挙

がっていた。現在は県内外からの農業体験ツアー

を受け入れているほか、バスケットボールやグ

ラウンドホッケーなどのスポーツ合宿、各種研

修などにも活用され、年間約600人前後の利用

があり、地域内外の方々が交流する場となって

いる。この他、集会所や避難場所、地域の各種

行事にも活用している。
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図表７　廃校施設の活用用途（秋田県）
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資料：公表されている資料やインターネット等の情報をもとに、当研究所作成　図表８同じ

「沢の子の杜　わか杉」（羽後町）



（２）ＮＰＯ法人由利本荘木育推進協会　「鳥海
山木のおもちゃ美術館」（旧鮎川小学校　閉校：
平成16年３月　活用開始：平成30年７月）
　平成16年３月に廃校となった旧鮎川小学校

は、昭和29年に旧鮎川中学校として新設され、

明治末期から大正期の建築様式を引き継いだ昭

和20年代の数少ない木造校舎で、平成24年２月

には国の登録有形文化財に指定されている。

　由利本荘市では、この校舎を整備し、地元産

の木を使ったおもちゃや大型遊具などで遊べる

多世代交流拠点として活用している。施設は「東

京おもちゃ美術館」の全面監修のもと、東京都、

沖縄県、山口県に続き全国４番目の「姉妹館」

として今年７月にオープンした。

　施設内には、２歳までの乳幼児と保護者が利

用できる「ハイハイひろば」、東京おもちゃ美術

館が毎年認定する「グッド・トイ」に実際に触

れて遊べる「グッド・トイサロン」、身近にある

素材を使って「手作りおもちゃ」が作れる「お

もちゃファクトリー」などが教室を改修して配

置されている。体育館には高さ5.33メートルの

「ちょうかいタワー」や「ツリーハウス」も設

置されており、子どもたちが木と触れ合い、一

日中楽しめる空間となっている。

　また、昭和初期に由利地域で実際に使われて

いた生活用品や農具などを集めた「展示室」、電

動のこぎりなどを揃え本格的な木工製作を体験

できる「木工室」、地元食材を使った軽食などを

提供する「カフェ」もあり、子どもたちだけで

なく大人も利用することができる。空き教室を

活用した「クラスルーム」では、大人を対象に

小学校の授業が体験できる特別講座「大人の登

校日」も年３回開催している。

　施設で販売されている木のおもちゃ「おむす

びころりん」は、今年５月に今年度の「グッド・

トイ」に選ばれ、国内外63点のうち、県内唯一

の受賞となった。６月からは市の誕生祝い品と

して、市内の新生児に贈られている。

　今後は市オリジナルの木製玩具の開発を行い、

市内の林業関係者や子育て支援団体の新たな活

動の場となることを目指している。なお、市で

は今年度の来館者数は２万５千人、来年度以降

は年間３万５千人を目標としている。

（３）東光鉄工株式会社ＵＡＶ事業部　（旧雪
沢小学校　閉校：平成26年３月　活用開始：
平成29年５月）
　東光鉄工株式会社ＵＡＶ事業部は、平成26年

３月に廃校となった旧雪沢小学校を大館市から

借り受け、産業用ドローンの研究開発を中心

に、製造・販売、操縦技能講習、免許取得教習

などを行う総合拠点として活用している。東光
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「鳥海山木のおもちゃ美術館」（由利本荘市）



鉄工は、大型構造物の建築鉄骨や自社製品ＴＯ

ＫＯドーム、産業機械の設計製作などを手掛け

ているが、27年に農薬散布用ドローンの開発着

手に伴いＵＡＶ事業部を創設した。同事業部の

業務拡張や航空法改正による無人航空機の新た

な飛行ルールが導入されたことなどにより、飛

行場所、空域、広さ等の条件を満たしていた旧

雪沢小学校の活用が決まった。

　施設内には、ドローンの研究開発室、製造工

場、ソフト開発室、講義室などが整備されてい

る。また、グラウンドでは操縦技能講習が実施

されているほか、雨天時や夜間には体育館での

操縦練習も可能である。

　同社では、現在農業用や空撮用のドローンを

４機種製造している。航空法が改正され、農薬

散布用ドローンは国から認定を受ける必要があ

るが、認定企業は国内メーカー６社（平成30年

６月現在でＯＥＭ販売している認定企業を除

く）しかなく、現時点で４機種（製造終了した

小型機１機を含む）の認定を取得しているのは

同社のみである。また、農薬散布用ドローンの

操縦には免許の取得が必要であり、同社では関

連法規、農薬防除、操縦などを学ぶ５日間の免

許取得教習も実施しており、すでに全国から

100名以上が受講している。その他、風力発電

機や橋梁のひび割れ具合などを点検する「イン

フラ点検業務用空撮コース」や、ＩＣＴを活用

した建設業者向けの「i-Constructionコース」

などの講習も実施している。

　昨年からは「多目的防水ドローン」の開発も

進めており、防水性や空力性能の向上により、

悪天候や強風下においてもドローンの活用が可

能となり、今後は防災面での利用拡大も期待さ

れている。

　現在は地元から20名を雇用、ドローンを年間

150台生産し、将来的にはＡＩやＩＣＴに対応

した先端技術の拠点とする「東光雪沢テクノパー

ク」を構想している。

６　まとめ
　今後も児童生徒数の減少が見込まれ、廃校施

設が増加していくことは避けられない。そうし

た状況に備え、自治体では廃校が決定した段階

から地域課題やニーズを把握し、早期に廃校活

用の取組みを開始する必要があろう。一方、廃

校施設を活用するには、用途変更後の建築基準

法及び消防法の基準に適合させるために多額の

改修費用を要するなどの課題もある。しかし、

地域住民に親しまれた施設を活用することは、

地域内外の交流を生み、雇用の創出、コミュニ

ティの維持に繋がるなど、地域経済を活性化さ

せる重要な拠点になると考える。 （山崎　要）
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「東光鉄工株式会社ＵＡＶ事業部」（大館市）
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図表８　県内の廃校施設活用状況
市町名 学校名 廃校年月日

（平成） 利用者 名称・用途

秋田市 金足東小学校 22.3.31 秋田市観光文化スポーツ部観光振興課 「油谷これくしょん」油谷滿夫氏が寄贈した約20万点の明治～昭和時代の民具等を保管・展示

赤平小学校 22.3.31 （株）スクールファーム河辺 完全屋内型「LEDきらめき菜園」での農産物生産事業、障がい者就労継続支援Ａ型・
Ｂ型事業　

上新城中学校 23.3.31 （株）上新城ノーザンビレッジ 無農薬・無肥料野菜等を活用した加工商品の開発、農家レストランのメニュー開発

能代市 天神小学校 17.3.31 （特非）二ツ井町観光協会 「天神工房」
カヌー、木工製作体験

横手市 蛭野小学校 17.3.31 平鹿生涯学習センター 浅舞公民館蛭野分館

金沢小学校 28.3.31 金沢公民館 「金沢孔城館」
総合交流促進施設

十文字西中学校 22.3.31 十文字地域局十文字地域課 十文字西スポーツ交流センター
大森中学校 24.3.31 大森生涯学習センター 大森コミュニティセンター
大雄中学校 24.3.31 大雄地域局大雄地域課 大雄地域コミュニティ交流センター
金沢中学校 25.3.31 横手精工（株） 水耕栽培装置開発、アイスプラント栽培

大館市 山田小学校 20.3.31 白神フーズ（株） 生ハム製造工場
雪沢小学校 26.3.31 東光鉄工（株）UAV事業部 ドローンの開発・製造、講習
矢立中学校 27.3.31 矢立公民館 矢立公民館

男鹿市 船川第二小学校 16.3.31 船川北公民館 船川北公民館

脇本第二小学校 19.3.31 男鹿市文化スポーツ課 「歴史資料収蔵庫」
発掘調査で出土した資料や古文書などを収蔵

男鹿高等学校 17.3.31 秋田県埋蔵文化財センター 秋田県埋蔵文化財センター男鹿整理収蔵室
湯沢市 岩崎小学校 23.3.31 （特非）ひだまり 障がい者就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業　

高松小学校 23.3.31 高松地区センター 高松地区センター
院内小学校 27.3.31 院内地区センター 院内地区センター
秋ノ宮小学校 27.3.31 雄勝スポーツセンター 雄勝スポーツセンター

鹿角市 中滝小学校 20.3.31 （特非）かづのふるさと学舎 「中滝ふるさと学舎」
観光交流体験拠点施設

由利本荘市 鮎川小学校 16.3.31 （特非）由利本荘木育推進協会 「鳥海山木のおもちゃ美術館」
地元産の木を使ったおもちゃや大型遊具を設置し、オリジナルの木製玩具開発を行う

下川大内小学校 28.3.31 五平農園、JA秋田しんせい 低温貯蔵庫等に活用予定

大仙市 峰吉川小学校 20.3.31 大仙市生涯学習部文化財保護課 「くらしの歴史館」
総合民俗資料交流館

小種小学校 20.3.31 （農）エコ・ファーム 菜種油製造工場

北神小学校 24.3.31 神岡中央公民館 「音楽交流館」
総合交流促進施設

大沢郷小学校 24.3.31 （株）秋田今野商店 麹菌の培養・製造工場

双葉小学校 24.3.31 大仙市総務部総務課 「大仙市アーカイブズ」
重要な行政文書や古文書などを収集・保存

西仙北西中学校 24.3.31 （農）たねっこ 冷凍野菜加工センター
仙北市 田沢小学校 16.3.31 田沢交流センター 田沢交流センター

西長野小学校 20.3.31 西長野交流センター 西長野交流センター

三種町 鯉川小学校 21.3.31 みたね鯉川地区交流センター 「橋本五郎文庫」
ジャーナリスト橋本五郎氏が寄贈した約２万冊の書籍と地域の方々が提供した書籍による文庫

八峰町 岩子小学校 20.3.31 （福）秋田虹の会 「さくら園」
生活介護事業、自立訓練（生活訓練）事業

八森小学校 21.3.31 日本白神水産（株） 白神あわびの養殖
八森中学校 28.3.31 （福）八峰町社会福祉協議会 事務所

五城目町 杉沢小学校 18.3.31 五城目町役場生涯学習課 「友愛館」
杉沢交流センター

馬場目小学校 25.3.31 五城目町役場まちづくり課 「BABAMEベース」
地域活性化支援センター

大川小学校 27.3.31 （有）つばさ 「やまどり」
障がい者就労継続支援Ｂ型事業　

美郷町 六郷東根小学校 22.3.31 ENEX（株） 地下熱ヒートポンプシステム組立工場

千畑南小学校 25.3.31 （特非）みさぽーと
「美郷町歴史民俗資料館・佐々木毅記念館」
郷土資料の展示・収蔵のほか、元東京大学総長佐々木毅氏が寄贈した書籍や愛用していた
机、東京大学総長時代のガウンなどを展示

仙南東小学校 25.3.31 美郷温泉振興（株） 「ワクアス」
美郷町宿泊交流館

仙南西小学校 25.3.31
大同衣料（株） 衣料品保管庫
（企）美郷ストロベリー イチゴ栽培・販売

金沢小学校 25.3.31 三共光学工業（株） 光学レンズ製造開発（秋田事業所）

六郷中学校 24.3.31 美郷中学校 「美郷中学校」
千畑中学校、六郷中学校、仙南中学校が統合し、旧六郷中学校校舎を使用

千畑中学校 24.3.31 美郷町役場生涯学習課 美郷町北ふれあい館

仙南中学校 24.3.31 仙南小学校 「仙南小学校」
仙南東小学校、仙南西小学校、金沢小学校が統合し、旧仙南中学校校舎を使用

羽後町 上到米小学校 16.3.31 羽後町役場福祉保健課 田代福祉センター

飯沢小学校 17.3.31 羽後町役場農林課 「沢の子の杜　わか杉」
農業体験交流施設

明通小学校 19.3.31 （株）明通りチーズ工房 チーズ製造工場

（注）利用者および名称・用途は、現在は変更になっている可能性もある




